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要旨 

 当分担班では精神保健福祉法に基づく措置入院の適正化に関する研究を実施している。本

年度においては、措置通報において中核的役割を果たす警察官に対するアンケート調査を行

うとともに、措置診察にあたり必要とされる知識及び技術の効率的な習得に向けた研究を行

った。警察官の多くは精神保健福祉法を意識して業務に当たっていた。保健所に対しては人

員配置の薄さや迅速性に欠けることを、指定医に対しては保護ないし逮捕時の被通報者の状

態像が軽視されていることを懸念する声が多かった。警察官にとっては、保健所及び指定医

との相互理解を通じた連携の強化が重要である可能性が示唆された。また、若手指定医に対

しては座学と事例演習を含めた研修会の実施により措置診察に関する知識・技術を効率的に

習得させることが望まれた。 

A.研究の背景と目的 

平成 28年 7 月 26日、相模原市の障害者支

援施設に元職員が侵入し、入所者を刃物で刺

し、19 名が死亡し、27名が負傷するという事

件が発生した。 

この事件の被疑者が事件前に犯行を予告す

る手紙を各所に送付したことで精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律（以下「精神保

健福祉法」という。）による措置入院となって

いたこと、被疑者が事件前に大麻を使用して

いたことが後に明らかになったこと、被疑者

がいわゆる優生思想に基づく深刻な障害者差

別の発想をもって犯行に及んだことが推定さ

れたこと等により、この事件は今日の我が国

における精神保健福祉施策のあり方について

多くの議論を呼ぶこととなった。 

厚生労働省は事件の検証および再発防止策

検討チームを結成し、平成 28年 9月 14日に

中間とりまとめを、12 月 8 日に最終報告書を

発表した。その内容には、措置入院制度に関

する実態把握および改善のための方策の検討、

とりわけ措置入院の対象となった患者の退院

後支援の体制作りの必要性についての提言が

盛り込まれた。 

本研究班は、直接的には、事件発生を受け

て、措置入院制度運用の現状分析及び今後の

改善策の考案を目的として、平成 28年度厚生

労働行政推進調査事業費補助金(障害者政策
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総合研究事業(精神障害分野))「精神障害者の

地域生活支援を推進する政策(研究代表者：藤

井千代)」の分担研究として、平成 28 年 12 月

21 日に交付決定されたものの後継に当たる。 

すなわち本研究は時系列的には相模原事件

を受けて開始されたものといえるかもしれな

い。他方、精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律（以下「精神保健福祉法」という。）

による措置入院制度の抱える種々の課題につ

いては従前から再三指摘されていた。例えば、

措置通報件数は近年、特に警察官通報におい

て大きく増加している。これに対し、措置診

察対象者や新規措置入院者はさほど伸びてお

らず、警察等の認識と保健所や精神保健指定

医の判断との間の乖離がうかがわれる。次に、

措置入院患者は医療保護入院患者に比べて、

ソーシャルサポートの乏しさが顕著である。

すなわち、措置入院患者の多くは一般精神保

健医療福祉で支えきれなかった患者であり、

措置解除後の支援体制が十分でないことが多

い。そのため転帰不明となる例も多く、この

ことが一部患者の頻回措置入院につながって

いる可能性がある。そして措置入院に携わる

精神科医師の多くは、頻回措置患者や措置診

察を受けたが措置不要となった患者への手当

が必要と考えている。措置入院医療の質の向

上を図る取組みも継続的に行われてきた。 

本研究の当初の主な目的は、上記のような

先行研究を整理するとともに、新たなデータ

を収集して、現行制度運用の実態把握を行う

ことであった。しかしその後厚生労働省内で

法改正の議論が具体化するに及び、改正法を

想定した運用ガイドライン作りも求められる

ことになった。 

厚生労働省は、「これからの精神保健医療福

祉のあり方に関する検討会」の報告書を平成

29 年 2 月 17 日に公表した。その提言内容等

に基づき、政府は精神保健福祉法改正法案を

第 193 回通常国会に提出した。法案は参議院

先議となり、附帯決議付きで可決されたが、

会期末のため継続審議となった。そして第

194 回臨時国会で衆議院が解散されたのに伴

い、廃案となった。 

こうして立法は頓挫したものの、措置入院

制度をはじめとする我が国の精神保健福祉に

様々な課題があることに変わりはない。厚生

労働省はまず現行の精神保健福祉法下での運

用の適正化を図ることを企図し、我々は作成

途上だったガイドラインの内容を見直し、現

行制度下でも適応可能でかつ精神医療保険福

祉の向上に資すると思われる部分を抽出する

ことを計画した。 

我々は厚生労働省、各自治体、警察庁等と

の協議を重ね、措置入院運用にかかる論点整

理を行った。また、措置入院患者に限らず精

神科病院から退院した患者に対する行政によ

る地域生活支援のあり方について、作成途上

だったガイドラインを叩き台としてさらに議

論を重ねた。 

それらの結果を下敷きにして、厚生労働省

は、平成 30年 3月 27日に厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知「「措置入院の運

用に関するガイドライン」について（厚生労

働省障発 0327 第 15号。以下「運用ガイドラ

イン」という。）」及び厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部長通知「「地方公共団体による

精神障害者の退院後支援のガイドライン」に

ついて（厚生労働省障発 0327第 16号。以下

「退院後支援ガイドライン」という。）」が発

出された。ちなみに、同通知内に示された両

ガイドラインは行政文書としての性質上、研

究班ガイドラインと一部記述が異なっている。 

上記の経緯により両ガイドラインが発出さ

れたことにより、措置入院制度改革は一定の

進捗を見た。その一方で、当初厚生労働省が

目指していた精神保健福祉法改正に向けた動

きは頓挫する形になっていた。 

この状況を踏まえ、我々は一昨年度におい

ては、運用ガイドライン及び退院後支援ガイ

ドラインに関する研修会を開催し、両ガイド

ラインの普及を図るとともに利点及び問題点

の抽出に努めた。また、相模原事件以前から
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たびたび問題視されていたにもかかわらず両

ガイドラインでも中核的に取り上げられるこ

とのなかった、司法と精神医療の狭間に陥り

がちないわゆる「グレーゾーン事例」に関す

る考察を進めるための研究を行った。 

そして昨年度はその研究をさらに進めると

ともに、ガイドラインの普及状況の調査を行

い、措置通報で中心的な役割を果たしている

全国の警察官に対するアンケート調査を計画

した。しかし新型コロナウイルス感染症の世

界的拡大に伴い、一部の研究計画を中断せざ

るを得なくなった。 

本年度においては、昨年度から繰り越して

警察官に対するアンケート調査を実施すると

ともに、措置診察を行う精神保健指定医に対

する教育研修のあり方について考察を深める

ことを企図したところである。 

本研究の総合的な目的は、これまで 60年以

上にわたり運用されてきた措置入院制度のあ

り方について、現状分析と改善のための方策

を検討することである。 

 

B.方法 

本年度我々は下記の 3つの研究を実施する

こととした。 

 

（１）措置入院制度運用の実務に携わる警察

官に対するアンケート調査 

我々は一昨年度の研究において、精神科臨

床におけるグレーゾーンモデル事例集に基づ

く調査票を送付し、全国の精神保健指定医に

対して措置入院制度及びグレーゾーン事例に

対する処遇に関する意見の収集を試みた。そ

の結果、多くの指定医が警察関係者をはじめ

とする非医療従事者との認識の齟齬を指摘し

ていた。そこで我々は、グレーゾーン事例に

対する全国の警察官の認識について調査する

必要性を感じたものである。 

 本研究においては、業務として精神障害者

に接する機会のある警察官が、精神障害者の

定義や、精神保健福祉法による措置入院の取

扱いについて、どのように感じているかを調

べることを目的とした。 

 調査対象は、現職の警察官であって、業務

として精神障害者に接する機会のある者であ

る。年齢、性別は問わないが、警察官の資格要

件上、高校卒業が要件とされる。 

我々は調査票を警視庁及び全国の都道府県

警に郵送し、返送を依頼することとした。調

査項目は、精神保健福祉法による措置入院に

かかる業務についての経験等であり、別紙 1

に示す通りである。 

調査票に研究の目的その他所定の情報を開

示し、記入された調査票の返送をもって回答

内容の提供にかかる同意とみなした。 

返送された紙媒体のデータを電子化し、統

計処理ソフト等を用いて解析することとした。

本研究は探索的研究と位置づけ、解析手法に

ついては調査時点では確定させなかった。 

 

（２）措置診察技法の習得に関する全国の精

神保健指定医に対する調査 

前段の通り精神科臨床におけるグレーゾー

ン事例に関する議論が続く中で、実際に精神

保健指定医がどのように措置診察を行い、精

神障害による自傷他害のおそれを判断すれば

良いのかについては、未だ十分な検討がされ

ていない。現在の精神科臨床において、精神

保健指定医が措置診察を実施するに当たり踏

まえておく点を整理し、それを若手精神科医

師に効率的に習得させるための教材が必要で

ある。 

教材作りの準備として、まずは現在措置診

察にあたっている精神保健指定医に対するア

ンケート調査を行い、措置診察の実際及び措

置診察に関する教育の実状等に関する意見を

聴取し、措置診察手順のエキスパートコンセ

ンサスと措置診察研修のニードを明らかにす

ることを目的とした。 

調査対象は、全国の精神保健指定医である。

年齢、性別は問わないが、精神保健指定医の

資格要件上、対象はすべて概ね 30歳以上とな
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る。 

我々は調査票を全国の精神科病院、警視庁

及び全国の都道府県警に郵送し、返送を依頼

することとした。調査項目は、措置診察にか

かる教育・研修の経験やニードに関するもの

で、別紙 2 に示す通りである。 

調査票に研究の目的その他所定の情報を開

示し、記入された調査票の返送をもって回答

内容の提供にかかる同意とみなした。 

返送された紙媒体のデータを電子化し、統

計処理ソフト等を用いて解析することとした。

本研究は探索的研究と位置づけ、解析手法に

ついては調査時点では確定させなかった。 

 

（３）措置診察技法の習得に関する若手指定

医に対する研修会の実施 

上記研究と並行して、我々は、適正な措置

診察にあたり必要とされる知識及び技術を効

率的に習得できる修練方法の開発が必要と考

えた。現時点では修練に当たり重視すべき項

目の洗い出しができていない段階ではあるが、

本年度においても現存する資料に基づいて措

置診察に当たり留意すべき事項をまとめ、そ

れらを受講者に提示し、架空事例に基づいて

措置診察のシミュレーションを行ってもらう

ことを企図した。 

このため我々は、千葉大学医学部附属病院

及び栃木県立岡本台病院で協働し、措置診察

に関する研修会を企画し、これを開催した。 

 研修会は、講義（別紙 3）と事例検討（グル

ープディスカッション。別紙 4）、そしてグレ

ーゾーン事例提供（別紙 5）の三部構成とし

た。 

研修会の受講者は主として精神保健指定医

資格取得後 5 年未満の者とした。ただし、本

年度は試行であるため、精神保健指定医資格

取得後 5 年以上の者や、精神保健指定医資格

を持たない医師、医師以外のコメディカルス

タッフにも事例検討以外の部分の傍聴を許可

した。 

受講者に対しては、研修会以前及び以後に

おいて記名式アンケート調査を行った。 

【倫理的配慮】 

 我々は本年度の研究内容を精査し、いずれ

も臨床研究法及びその関連法規の規制の範囲

には含まれないことを確認した。他方、我々

は人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針に則って各々の研究を実施することとした。 

 我々は研究（１）（２）について、それぞれ

「精神科臨床における「グレーゾーン事例」

の検証に関する研究 フェーズ 3（3661番）」、

「措置診察技法の習得を促す教材開発に関す

る研究：フェーズ 1（1145）」として、研究計

画を千葉大学大学院医学研究院の倫理審査委

員会に提出し、各々令和 2 年 2 月 4 日、令和

2 年 12 月 14 日にそれぞれ承認を得たうえで

研究を遂行した。 

 

C.結果／進捗 

（１）措置入院制度運用の実務に携わる警察

官に対するアンケート調査 

我々は全国の警察署 47 都道府県の自治体

警察に調査票を送付した。その結果、令和 2年

7月に、すべての都道府県から最低 4通以上、

総計 241 通の回答を得て、これらを解析対象

とした。なお以下の結果において、自由記載

内容については文意の明確化や簡素化等の目

的で若干の改変を加えている。 

回答者の平均在職年数は 18.7±7.9 年、その

うち生活安全課での勤務年数は 9.9±6.2 年で

あった。 

 回答者の多くが精神保健福祉法を意識する

機会が多いと答えていた（図 1）のに対し、医

療観察法を意識する機会は比較的稀と答えて

いた（図 2）。 

 保護した者を措置通報するか否かについて

判断に迷うことは、比較的稀とする回答が多

かった（図 3）。判断に迷う具体例としては下

記のようなものが挙げられた。 

・「当初は不穏だったが、保護した後に状態

が落ち着いた場合」同内容 36件 

・「飲酒酩酊状態の者」同内容 29件 （保健
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所や病院に対応を断られることが多いとの

コメント複数） 

・「性格異常が疑われる者」同内容 29件（知

的障害、発達障害、認知症についても、精

神障害と見なしていないコメント複数） 

・「自傷他害に該当するか判断に迷う」同内

容 22件 

・「保健所が措置診察に消極的なため」同内

容 12件 

・「過去に措置不要と判断されたことがある

者」同内容 11 件 

・「措置診察まで時間がかかり、当事者や警

察・保健所の負担が大きい」同内容 10件

（病院に直接連絡して医療保護入院を依頼

する方が迅速とのコメント複数） 

・「家族の状況や意向を勘案して判断に迷う

ことがある」同内容 8件 

・「法律上の義務なので通報するが、ほとん

ど措置診察してもらえない」同内容 5 件 

・「過去の履歴が不明で判断のための情報が

乏しい場合」同内容 5件 

・「現在は落ち着いているが、保護を解除す

ると不穏になると予想される場合」同内容

5件 

 

 また、同テーマについて下記のような回答

もあった。 

・「警察と保健所で自傷他害の捉え方が異な

る」 

・「地域で問題を起こしていて住民が不安に

思っており、引受人もいない場合」 

・「当該都道府県では、行政が診察医を確保

しておらず、措置入院以外に事案解決方法

がない場合にしか通報していない」 

・「即時の通報が義務であるが、それでは現

場の運用が立ちゆかない」 

・「被保護者が演技をしているように見え

る」 

・「23条通報は法律に定められた警察官の義

務なので、たとえ家族が医療保護入院を希

望している場合でも、通報の要件がある場

合は必ず通報する」 

・「通報せずに保護を解除して事故・事件に

つながるのを懸念」 

 

 精神障害のため自傷他害のおそれがある者

について、保護しないまま措置通報する場合

の具体例としては、下記のようなものが挙げ

られた。 

・「逮捕や任意同行による取調中に精神障害

が疑われた場合」同内容 54件 

・「臨場したときには落ち着いており保護要

件を満たさない」同内容 20件 

・「被通報者が自宅に閉じこもっている」同

内容 18件 

・「救急搬送時など、救命救急を優先する場

合」同内容 9件 

・「保護者が同行しているなど、適当な監護

者がいる場合」同内容 17 件 

・「警察署への搬送が困難なため措置診察機

関に直接搬送」同内容 8 件 

・「精神科病院入院中の者の通報」同内容 7

件 

・「保護しないと行政が通報を受理しない」

同内容 5件 

・「被害届がなく、保護要件を満たさない」

同内容 2件 

・「措置通報と保護は、根拠法令が違うた

め、保護を前提とはせずに是々非々で判断

する」同内容 2件 

・「自治体や保健所からの応援要請による場

合」同内容 2件 

 

 また、同テーマについて下記のような回答

もあった。 

・「警察署に搬送してから通報することを求

められているが、移動に時間がかかる場合

は現場からの通報を受理してほしい」 

・「入院患者が暴れた場合、退院のうえ警察

署に保護してから通報するよう行政から求

められるが、非効率的であり、措置不要と

なった場合に処遇困難となる」 
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・「逮捕後に暴れた場合、措置通報しても措

置診察してもらえない」 

・「精神科病院管理者以外の医師でも措置通

報を可能とすべきではないか」 

・「自宅に臨場した際には落ち着いており、

行政からは「保護していないので対応しな

い」と言われたため、時間をかけて説得し

任意入院させた」 

・「制度的には措置通報できる案件ではある

が、その後の対応に苦慮するというため、

保護継続中の者のみ 23 条通報している」 

・「現場や来署中に明らかな精神障害が認め

られる場合は、通報を優先する」 

・「既往歴や通院先が明確で、家族等が被保

護者を入院させたい旨の希望があった場

合」 

・「「特異事案連絡票」（保護に至らなかった

場合）という様式で保健所に連絡をしてい

る」 

 

 そして、保健所とのやりとりにおいて、対

応に苦慮した具体的内容を問うたところ、下

記のような回答が挙げられた。 

・「夜間休日に対応してくれない」同内容 57

件 

・「行政の対応に長時間を要する」同内容 56

件。特に、行政が面接した時点では落ち着

いているため措置診察に回らないという回

答多数 

・「措置通報を嫌がられる、医療保護入院で

処理したがる」同内容 28 件 

・「電話でのやりとりのみで行政職員が直接

面接しに来ない」同内容 26件。特に保護

した時点での状況がうまく伝わっていない

との回答多数 

・「移送やその後の対応などを警察に依存し

ている」同内容 25件 

・「納得しがたい理由で措置診察不要と判断

される」同内容 17件 

・「通報と相談の齟齬（通報ではなく相談で

と言われた/相談したのに通報以外応じら

れないと言われた/通報したのに通報に当

たらないと言われた等）」同内容 12 件 

・「担当者不在、意識の低さ、担当者による

格差」同内容 11件 

・「当事者が少しでも飲酒していると対応を

断られる」同内容 9件 

 

 また、同テーマについて下記のような回答

もあった。 

・「対応が女性のみ」同内容 7件 

・「診察不要とされ病院に搬送したら措置入

院相当と言われた」同内容 7件 

・「家族状況等保護時点では判明していない

情報を求められる」同内容 6件 

・「警官に襲いかかる、家族を殴って出血さ

せる、線路に走り込むといった行為があっ

ても、措置診察を受けさせなかった」同内

容 5件 

・「警察署で保護していないと通報を受理し

てくれない」同内容 5件 

・「当事者家族に安易に警察への相談を差し

向ける」同内容 4 件 

・「事前調査で必要と判断されたのに措置診

察が実施されない」同内容 3件 

・「通報後の当事者の処遇を警察が知ること

ができない」同内容 2件 

・「入院先が見つからない」同内容 2 件 

・「措置不要と判断されたらどうするのかと

問われたが、警察は義務として通報してい

るので話がかみ合わない」 

・「保健所職員が面接のうえ、診察不要と判

断されたため、家族に説明して保護を解除

したところ、間もなく他害行為をして逮捕

された」 

・「収容されれば誰でも暴れると言われ通報

を受理されなかった」 

・「措置診察不要と判断しておいて、不穏に

なったら再度通報するよう言われた」 

・「余病の鑑別が先と言われたが、病院に搬

送したら不穏のため診察を断られた」 

・「厚労省のガイドラインとは無関係に自治
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体の方針で動くと言われた」 

・「行政職員が家族に対し、入院中に命を落

とすことがあるなどとことさらに不安を煽

る説明をしたため、家族が入院を拒否する

ようになった」 

・「措置入院は被保護者の経歴に傷がつく等

と言って対応を渋られた」 

・「保健所は当事者の背景事情から通報を忌

避しているが、警察としては通報義務があ

り安易に通報を回避できない」 

・「保護時点での不穏を軽視し、今落ち着い

ているからと安易に診察不要とする」 

・「身体合併症や新型コロナウイルス感染の

疑いがある当事者に対応できない」 

・「他県の者を通報した際、情報取得に長時

間を要した」 

・「なぜ逮捕しなかったのかと逮捕ありきで

話をする」 

・「措置入院しない場合、その後の対応を一

切行わない」 

・「アルコール関連障害者は飲酒が常態であ

り、酩酊時には一切診察しないというのは

無理があるのではないか」 

・「調査にあたり家族の同伴を強要された」 

・「通院歴・入院歴がない際に病院側が受け

入れに対し難色を示す」 

・「保護時の状況をよく聴取するようになっ

た」「相談窓口ができた」「電話インテーク

カードを作成した」等、以前より改善した

という意見複数 

 

 精神保健指定医とのやりとりについては、

回答者の半数弱が経験したことがあると回答

した（図 4）。指定医とのやりとりにおい

て、対応に苦慮した具体的内容を問うたとこ

ろ、下記のような回答が挙げられた。 

・「「診察時点で落ち着いているからと措置不

要とされた」同内容 9件 

・「自傷他害のおそれが疑われても要措置に

ならなかった」同内容 8 件 

・「性格の問題だから措置不要と言われた」

同内容 8件 

・「かかりつけ医に判断や事後の治療を丸投

げする」同内容 8 件 

・「当番の指定医が診察に消極的、診察を拒

否する」同内容 6 件 

・「当事者家族に対する指定医の態度が極め

て失礼だった」同内容 6 件 

・「指定医毎の判断にばらつきがある」同内

容 6件 

・「保護時点での状況がうまく伝わっていな

い」同内容 3件 

・「指定医が警察の説明を聞かない（保健所

が診察同席を拒否）」同内容 3件 

・「指定医の臨場が遅い」同内容 2件 

・「治療可能性がないから措置不要とされ

た」同内容 2件 

・「警察批判をされた」同内容 2件 

 

 また、同テーマについて下記のような回答

もあった。 

・「検察庁が通報してきたら入院させてやる

と言われた」 

・「妊娠を理由に対応を断られた」 

・「次に同じようなことがあれば入院させる

というが、次があったからでは遅い」 

・「発達障害は精神障害ではない、治療効果

がなければ措置入院できない等、法令と異

なる条件を持ち出された」 

・「必要性のわからない微細な質問をされ

た」 

・「警察官が席を外したところで指定医が暴

行を受け、警察官が責められた」 

 ・好意的な意見（医師の判断を伝えてもら

えるので助かる、警察の話をちゃんと聞い

てもらえる、指定医の判断基準はばらつき

が少ない）複数 

 

 さらに、措置入院にならなかった場合の精

神科病院、保健所、家族とのやりとり等につ

いて、対応に苦慮した具体的について問うた

ところ、以下のような回答が挙げられた。 
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・「措置不要でも医療につなげる必要がある

のに保健所が対応しない」同内容 87 件 

・「家族の安全確保に苦慮した」同内容 29 件 

・「引き取り手がいない」「家族が引き取りを

拒否」同内容 28 件 

・「家族の理解が悪く受診や入院を拒否」同

内容 20件 

・「措置入院にならなかったことで家族から

非難された」同内容 18 件 

・「措置不要とされた後も通報が繰り返され

た」同内容 13件 

・「入通院先が見つからない」同内容 10件 

・「自宅や他の病院等への搬送を警察に委ね

られた」同内容 8 件 

・「医療保護入院にあたり経済的心配があ

る」同内容 6件 

・「恨まれるのを恐れて家族が医療保護入院

に同意しない」同内容 3 件 

・「入院させなかったことで近隣住民から苦

情を受けた」同内容 3件 

・「近隣の被害予防に苦慮した」同内容 2件 

 

また、同テーマについて下記のような回答

もあった。 

・「措置不要とされたまま粗暴行為が続き一

家で転居を余儀なくされた」 

・「病院が診てくれないと家族から苦情を受

けた」 

・「措置診察不要と判断された後、自殺に至

った」 

・「措置診察不要と判断され、保護を解除し

たらすぐに別の事件を起こし、検察官通報

により措置入院となった」 

・「措置診察不要と判断され、医療保護入院

したが、その後当事者から家族が脅迫を受

けた」 

・「家族相談を受けた保健所が措置入院手続

きを進めないまま死傷事件が発生した」 

・「家庭内トラブルで措置不要となったが、

家族保護のため一昼夜の警戒を有した」 

・「家族や近隣が行政の支援を諦めて抱え込

み潰れてしまう事態が起きている」 

・「措置不要とされた後に当事者の引き取り

を求められた」 

・「措置不要となったことを行政が警察に情

報提供しない」 

・「指定医の診察もなく措置不要とされては

当事者家族は納得できない」 

・「病院までの移送手段の調整に時間を要し

た」 

・「パーソナリティやアルコールなど、診断

上の理由で措置不要と診察されると他の医

療機関につなげることが困難」 

・「法改正により保護者規定がなくなったこ

とで、不要措置と判断されて引き取り手の

ないまま事件を起こす事例が散見される」 

・「暴力性があるが犯罪には及ばない当事者

の処遇に苦慮する」 

・「大陸由来の国民性とされ入院不要と判断

された」 

・「暴れたら 110 番して措置入院につなげる

というが、暴れる前に医療につなげられな

いものか」 

・「措置診察すら行わない現状を是正してほ

しい」 

・「保健師は病院に連絡手配したのみで、警

察が病院に同行し医師に説明した」「家族

等の関係者が非難された」 

・「家族が相談に行くと警察に相談するよう

言われたらい回しになっている」 

・「警察が当事者を病院に連れていくよう行

政に言われたが、それは警察の本来業務で

はない」 

・「家族への説明や手続きについては保健所

に一元化すべき」 

・「道路に飛び出す等の行為があり通報した

が、指定医診察で病気ではないと判断さ

れ、通報に対する苦言を言われた」 

・「入院にならず、帰りの車中で当事者が暴

れた際、警察署前に当事者を置いていかれ

た」 

・「既に保護解除した当事者の身柄を警察で
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引き取るよう言われたが、法的根拠がなく

引き取りようがない」 

・「当事者の生活実態が不明で説明に苦慮し

た」 

・「入院先の確保を警察に求められる」 

・「措置不要にすると警察官が責めるという

が、警察としては措置不要の合理的説明を

受けられないことに不満がある」 

・「警察を通すよう保健所に指示されたと家

族が言うので保健所に連絡したところ、家

族から連絡させるよう言われた」 

 

 他方では、特に苦慮していないという下記

内容の回答もあった。 

・「行政職員から当事者に任意入院を勧めた

り生活保護申請を援助したり支援してくれ

た」 

・「措置入院にならなそうな場合は事前に保

健所と対応を話し合っている」 

・「確実に措置入院になる事案しか通報して

いない」  

・「措置不要となった場合、ほとんどは医療

保護入院になるので、特に対応には困らな

い。家族もそれで不満はない」 

・「保健所職員が全件臨場し、再説明を行っ

てくれる」 

・「医療保護入院等が必要な場合は可能な範

囲内で保健所の支援を受け、対応の必要性

がない場合は、家族等に引渡している」 

・「保健所職員が医療保護入院等に向けて、

病院及び家族との調整を積極的に行ってく

れる」 

・「保健所との情報共有、連携の強化を図っ

た」 

 

 警察官が精神保健医療福祉等について学ぶ

機会については、ほとんどの回答者が稀であ

ると回答した（図 5）。機会があれば研修会等

に参加したいかという問いに対しては、半数

強が参加を希望していた（図 6）。 

 その他の意見については、内容に基づき、

「現行法規への疑問 10 件」「行政の意識や

担当職員の資質への不満 15 件」「行政の体

制拡充への要望 10 件」「夜間・休日の対応や

時間短縮への要望 13 件」「通報への対応へ

の要望 18件」「移送に関する疑問・要望 11

件」「病院・医師に対する要望 17件」「行政

に対するその他の要望 11 件」「連携及び情

報共有 12 件」「いわゆるグレーゾーン関係 

14件」「地域格差 3件」「警察側の課題等 5

件」「全般的な印象など 9 件」「感謝の声 5

件」「その他 3件」にまとめた。以下順に示

す。 

 

○現行法規への疑問： 

・「たとえ勘当されていても家族がいれば市

町村長同意の医療保護入院はできないとい

う実状は不合理である」 

・「経済的理由で医療保護入院を断念する家

族が多いため、公費による補助ができない

ものか」 

・「措置入院に至らない者で、自傷他害があ

る者の受入れ体制の整備の必要性を強く感

じる」 

・「児童相談所のように、保健所も精神障害

者の一時保護制度をつくり、警察から身柄

付通報を行えるようにして、同所で慎重に

入院、治療方法をじっくり判定すべきでは

ないか」 

・「一般人通報が形骸化している。保健所が

家族から相談を受けた場合、もっと積極的

に一般人通報として扱ってもよいのではな

いか」 

・「家族が入院を希望していても、本人が入

院を拒んでいる事例が多く、結果として、

家族のみが負担になっている。任意入院が

基本ではあるが、医療保護入院を積極的に

活用してもらいたい」 

・「一般人通報がもっと機能すれば精神障碍

者を医療につなげる機会が増えるのではな

いか」 

・「警察官通報の時期や方法が厳格過ぎるき
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らいがある。精神障害が疑われる段階で動

くことはできないか」 

 ・「保健所の権限強化が必要」 

・「他害のおそれのある者に対しては、惨事

を防ぐため強い対応が望まれる」 

 

○行政の意識や担当職員の資質への不満 

・「各保健所の対応がまちまちで、自治体か

らの指導も難しく、警察からの申し入れや

個別の話し合いで解決を図っている状況」 

・「行政職員の誤った説明により、警察の権

限で措置入院させていると誤解されたこと

があった」 

・「保健所がきちんと積極的に動いてほし

い」 

・「親身に対応している行政職員や医師もい

るが、一部は責任を負わないための言い訳

に終始しているようにも見える」 

・「警察に通報すれば入院させてもらえると

誤った教示を行う行政職員がいて困る」 

・「ガイドライン発出後、自治体に何度も申

入れを行っているが、担当者は動こうとす

る様子は一切ない」 

・「夜間や連休の場合はとりあえず警察で何

とかしろという態度が行政にはこびってい

る」 

・「精神保健福祉担当者に当事者意識がな

い」 

・「担当者の教育をきちんと行ってほしい」 

・「保健所の意識改革が必要」 

・「せっかくガイドラインをつくってもらっ

ても、行政職員はまったく活用しようとし

ておらず、措置入院者をかたくなに増やさ

ないことが地域の精神医療文化になってい

るように感じる」 

・「精神障害者の保護等に関して、警察官と

保健師の危機意識の温度差が大きい」 

・「精神疾患を持っている対象者の家族や、

近隣の居住者が一番迷惑を受けており、

110 番通報するなど、本当になんとかして

ほしいと警察を頼ってきているので、本当

に困っている人がいることを理解してほし

い」 

・「保健所へ連絡しても参考として受け取る

だけで何ら調査や指導を行うことがないた

め、精神保健福祉法第 47 条について説明

したところ、法を理解していない職員もい

るうえ、これから毎日回答を求めてくるの

かと返答されたことさえあり、仕事をする

上でそのような対応でいいのかと困惑す

る」 

・「保健所が全く職責を果たしていない。一

般人の相談には警察を呼ぶよう伝え、警察

が保護しない限り動けないと言い、入院先

の手配や病院への搬送まで警察に要望して

くる。果ては事件が起きても仕方ないなど

と言う」 

 

○行政の体制拡充への要望 

・「保健所職員の人員不足のせいか、「男性が

いない、人手が足りない」の回答から対応

に時間を要する」 

・「警察で取り扱う被保護者は、家族、本人

ともに、日常の限界を感じて通報等をして

くる事がほとんどである事から、緊急的な

措置が不能であったとしても、一時的な隔

離措置が出来るような、体勢がとれるよう

人員や組織を充実させてほしい」 

・「行政が 24 時間体制を整えてほしい」 

・「数十年来、夜間休日の体制が整っておら

ず、通報をしたところで現地調査は行われ

ず、救急情報センターの介在はあるもの

の、連絡、調整、病院搬送をすべて警察で

行っている状況で、一度の搬送に最低でも

3名の警察官が同行し、人員及び車両の不

足により管内治安維持の低下に繋がってい

るのが現状である」 

・「特に児童虐待事案など、保健所の人員拡

充（24 時間体制）が望まれる」 

・「行政の男性職員の増員、護身術の修得を

願いたい」 

・「当事者家族の希望がなければ行政の調査
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や支援が行われないのが現状だが、近隣住

民や警察からの情報提供であっても、それ

らが開始できるよう体制の拡充が必要と思

う」 

・「保健所の担当職員が女性のみ」 

・「精神保健福祉に関係する保健所の職員の

体制が弱く、切迫した事案への対応が困難

な状態と認められるので、体制の強化が望

まれる」 

・「警察、行政、医療機関で情報の共有化認

識の差がありすぎる」 

 

○夜間・休日の対応や時間短縮への要望 

・「行政の体制の強化・拡充（特に夜間・休

日）が必要」 

・「措置通報から指定医診察までの時間を短

縮することが急務」 

・「警察業務としてはできるだけ速やかに要

保護者をしかるべき相手に引き渡すことが

求められているのに、措置通報に関しては

長時間が浪費されているように感じられ

る」 

・「執務時間外で措置通報を行った場合、通

報時間から保健所職員の到着までが 3 時間

以上かかることも多く、保護時に自傷他害

の症状があっても、保健所職員が面接する

際には、その症状が見受けられないことが

あるので、保健所の当直体制の確立や早期

臨場などの対策を取ってもらいたい」 

・「通報をしてから措置入院の決定までの時

間がもっと短縮できないか」 

・「休日や夜間についても人員体制を確保し

てほしい」 

・「当事者家族のためにも、特に夜間におい

て、通報後速やかに措置診察につなげてほ

しい」 

・「通報から措置入院までに要する時間が長

時間に渡る」 

・「通報後の手続きに時間がかかり、措置診

察時点では落ち着いていて入院の必要がな

くなっていることが多い」 

・「行政職員が臨場する頃には当事者は落ち

着いてしまっている。勤務に当番制や宿直

性を取り入れて迅速に動いてほしい」 

・「夜間・休日の体制が強化されることが望

まれる」 

・「行政の夜間休日の対応が遅い」 

・「保健所に 24時間対応窓口かホットライン

を設けられないか」 

 

○通報の対応への要望 

・「警察による保護は、必要性が認められる

ときに適当な引取方に引継ぐための仕組み

であるので、きちんと引き継いでもらいた

い」 

・「保健所は一般人通報を活用せずなぜ家族

に対して警察経由の通報を促すのか」 

・「幻覚や妄想がなくても自傷他害のおそれ

のある者がおり、きちんと診察を受けさせ

てほしい」 

・「保護を伴わない警察官通報に対し保健所

の対応は非常に消極的」 

・「必ずしも診察を行わないにせよ、通報は

受理してほしい」 

・「被通報者がほとんど措置診察も受けられ

ずに医療保護入院になっている現状は法的

に見ても不自然ではないか」  

・「警察官の面前による行為がない場合で

も、近隣住民等からの法第 22条に基づく

診察及び保護の申請があった場合は、保健

所も早急に対応してもらいたい」 

・「警察が通報した際に、警察の電話内容だ

けで判断せず、調査義務があるので、確実

な調査をお願いしたい」 

・「措置診察の結果、医師の判断により、入

院不要となるのであれば理解できるが、措

置診察すら実施されない事例が多すぎると

感じる」 

・「通報に対する措置診察の割合が極端に低

いので、厚労省から指導助言を行ってほし

い」 

・「保健所に受診支援で連絡しても、被保護
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者の家族との電話での聴取のみで来署しな

い、若しくは病院にも来ない場合が散見さ

れる」 

・「夜間救急の体制が非常に悪く、警察官通

報を行っても、対象者を確認することな

く、措置診察の必要がないと判断するな

ど、精神科救急としての機能が全く果たさ

れていない」 

・「初期の対応が警察に求められることが多

く、保健所や県が医療に繋げる前にシャッ

トダウンしてしまい、困惑するケースが多

い。せめて 23条通報した件は診察をして

医師の診察を受けさせてほしい。現場が一

番苦労していると思う」 

・「警察官通報した者の中には、病院にかか

っていない者も多いので、できるかぎり、

医者の診察は受けられるようにしてもらい

たい」 

・「通院歴がない者は精神科の受診を拒む者

が多く、自傷他害のおそれがない時は説得

するしかない状況なので、ケースによって

は指定医が訪問診療することがあってもい

いのではないか」 

・「保護時、自傷他害のおそれが認められた

が、措置診察時、被保護者が、猫をかぶっ

たかのように急に大人しくなり、措置診察

不要と判断されたことがこれまで幾度とな

くあった。保護時の状況をもっと入院させ

るべきか否かの判断材料に反映してもらい

たい」 

・「精神病症状を隠匿することで精神病を見

逃されている患者もいるのではないか」 

・「警察はあくまでも一時保護施設であるた

め、引渡先がないことに苦慮している」 

 

○移送に関する疑問・要望 

・「行政に移送体制（車両及び職員）を整備

してもらいたい」 

・「移送は本来保健所の業務であり、人員や

男性の比率を増やす等して保健所で行って

もらいたい」 

・「病院への移送方法を警察まかせにしない

で欲しい」 

・「被保護者の病院への搬送について、保健

所は、警察が搬送して当たり前との考えが

ある」 

・「保健所の担当者の意識改革及び病院への

搬送等に対する体制強化が必要と判断され

る」 

・「保健所の調査で、措置非該当であるも、

医療に服させる必要があるという場合、警

察が医療機関まで対象者を搬送している事

実がある。法的根拠は、警察官職務執行法

第 3条第 1項第 1号の強制的な保護の継続

による医療機関での受診か、家族の支援要

請を受けた警察法第 2条第 1項の任意規定

を用いていると思われるが、この搬送行為

は警察がすべきものなのか。警察は精神保

健福祉に関して主管する機関ではなく、警

察の保護はあくまで精神保健福祉機関に引

き継ぐまでの一時的な措置であり、医療機

関に対象者を搬送するのは、まさに、精神

障害者の医療及び保護を行うという精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律の根本

的な行為であると考えられることから、病

院への搬送は、主幹となる精神衛生福祉機

関がすべきであると考えられる。精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律が施行さ

れて久しいが、いまだに保健所から「私た

ちには法的根拠がないので警察でお願いし

ます。」と医療に服させる必要がある者を

返され、警察が主体となって医療保護入院

につなげている現状はいかがなものか」 

・「移送業務を警察に頼りすぎている」 

・「保健所に移送を断られて困惑する家族の

話をよく耳にする」 

・「警察で事案を取扱う際は、家族の方と直

に接し、困っている状況を目の当たりにす

る。保健所が搬送できないと言われたら、

警察が搬送する他なく、現状警察が搬送す

ることが当たり前の状態になっている」 

・「移送業務をほぼ警察に丸投げ状態で、知
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事の権限で何とかしようという意思を感じ

ない」 

・「依然として保健所主導の移送だけは拒ん

でいる状態であることから、相互理解の

上、明確な協力体制が確立されるよう尽力

したいと考える」 

 

○病院・医師に対する要望 

・「行政、病院の体制の増強が必要」 

・「措置診察をする指定医や措置入院を受け

入れる病床が足りない」 

・「精神科の入院施設は常時満床なので、病

院施設の拡充も必要」 

・「措置入院に対応する病院を増やしてほし

い」 

・「措置入院を受け入れる医療体制の整備が

重要」 

・「通報事案が増加し、一般市民に被害が及

ぶ危険性がある以上、体制の不備や病床不

足については早急に改善するべきであるこ

とから、各方面から働きかけをしてもらい

たい」 

・「入院先の確保（特に夜間）」 

・「精神科の病室を増やして欲しい病院によ

って受け入れ度合いに差があるので改善し

て欲しい」 

・「イレギュラーであるが、同一人物の病名

が診察した病院ごとで違う時があった。今

後の対応に困る時があった」 

・「精神科医によって入院させる、させない

の判断が分かれることが理解できない」 

・「夜間や休日にあっては精神科の通院が当

番病院として指定されているが、警察が診

察を依頼してもベッドの空きがないと診療

を受けることすら断ってくる病院もあり、

何のための当番であるのかわからない」 

・「満床を避け受け皿の確保に努めてほし

い」 

・「精神障害者が夜間に怪我をした際に受け

入れ先がない」 

・「当事者家族が入院を希望したとしても、

病院がすぐに対応できないことが多い」 

・「通報しても、指定医の確保に時間がかか

ると言われ、医療保護入院になる事例があ

る」 

・「精神障害者等が必要な時に入院ができる

医療体制を整えてほしい」 

・「警察が自傷他害のある精神錯乱者を保護

する場合、医療の専門家ではないことか

ら、警察官職務執行法上の保護の要件に該

当して自傷他害のおそれがある場合には、

それが統合失調症などの病気によるものな

のか、本人の性格に起因する人格障害なの

かに関わらず、精神錯乱者として保護する

が、医師が措置診察を実施する場合におい

て、警察の保護の判断はどの程度考慮・影

響するものなのかを伺いたい」 

 

○行政に対するその他の要望 

・「保健所は積極的に精神障害者や精神錯乱

者の家族等への助言や受診援助を行い、家

族等の負担を減らしてもらいたい。そうす

ることで精神障害者や精神錯乱者と家族、

保健所、医療機関と信頼関係が生まれ、事

案発生時に速やかに家族へ引き渡しできた

り、入院にもつなげることができると思

う」 

・「本来は警察よりも精神障害の担当が初動

などもっと職能を発揮すべき」 

・「一般人通報を受理せずに警察官通報につ

なげる事例が散見される」 

・「退院してもすぐまた措置通報を繰り返す

事例がある。再発予防を強化できないか」 

「精神障害があるように見えても措置不要の

判断がなされると何らの治療も受けずに帰

宅となるのはいかがなものか」 

・「福祉関係者が、精神障害者を受診や入院

させる方法について、「警察に通報して保

護してもらう。」と家族に教示している場

合がある。保護は一時的な危険防止のため

の制度で、精神障害者を受診や入院を目的

したものではなく主旨が違うと思ってい
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る。精神障害者を医療につなげるには精神

保健福祉法上の相談、指導、医療保護入院

のための移送制度等を積極的に活用すべき

と思われる」 

・「警察が家族から相談を受けることも多

く、緊急性がない場合は、必要な助言をし

たうえで保健所への相談を促すとともに、

警察からも保健所に情報提供しているが、

実際には保健所が積極的に対応して入院に

つながる事例は殆どないと感じており、結

局警察からの通報待ちになっている」 

・「早い段階で医療につなげられる仕組みが

あればよいと思う」 

・「精神保健福祉に関して警察からの疑問を

気軽に照会できる部署があるとありがた

い」 

・「退院の判断について、退院してすぐに入

院する者が後を絶たないため、治療や体制

がしっかりとれた段階で判断してほしい」 

・「精神保健福祉法第 47条の都道府県等によ

る相談指導等について、積極的な行政の介

入、必要な支援を望む」 

 

○連携及び情報共有 

・「一昨年、指定医や担当県職員と措置診察

のあり方について会議を重ねる機会があ

り、関係機関が顔を合わせて話し合い、共

通認識を持つことの重要さを思い知らされ

た」 

・「お互いの立場や職責を理解するために腹

を割った話し合いが必要」 

・「関係機関の交流の必要性」 

・「顔の見える関係の構築」 

・「行政・警察の相互連携を深めることが重

要」 

・「連携して対応していきたい」 

・「それぞれの立場役割でできることがある

と思うので、協力して対応にあたっていき

たい」 

・「警察としては行政とうまく連携したい

が、行政から警察への情報提供はほとんど

ない」 

・「地域によっては警察と保健所の関係が悪

い」 

・「警察としては家族や近隣住民の保安の責

任があるので、逮捕の上で通報した場合は

その後の情報を共有させてもらいたい」 

・「措置入院させた者の退院情報等を共有で

きないか」 

・「現在、警察と保健所での交流が活発なた

め、良い関係でありますが、組織と組織で

はなく、人と人でつながっている面があ

る。人事異動で人が代わった場合には、警

察と保健所の関係が変化する可能性もあ

る」 

 

○地域格差 

・「地域によって警察官通報の対応窓口が異

なることで、たらい回しになる事例があ

る」 

・「都道府県と中核市の判断が割れることで

処遇が宙に浮いてしまうことがある」 

・「地域や担当者による差が激しく、改めて

ガイドラインや基準を周知する必要があ

る」 

 

○いわゆるグレーゾーン関係 

・「入院、退院、トラブルを繰り返す者に対

する有効な解決策がないのが現状」 

・「パーソナリティ障害のため、投薬等によ

る治療の効果が見込めないと診断され、措

置入院の対象者から除外されてしまうた

め、パーソナリティ障害者も措置入院の対

象として指針を出してほしい」 

・「いわゆるグレーゾーンに該当する当事者

が多く、入院は不要とされ、家族も疲弊し

ている」 

・「精神異常と性格異常の見極めが難しい」 

・「現時点では措置通報の必要まではないよ

うな事例をいかに診察につなげるかが課

題」 

・「自傷他害のおそれはないが、他者に迷惑
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をかける言動を為す者への対応に苦慮して

いる。特に家族等がいない者の場合に困

る」 

・「パーソナリティ障害や知的障害などは措

置入院させないというが、警察から見たら

いずれも保護の対象である。どうにかなら

ないものか」 

・「知的障害者の暴力は行政の支援対象から

外れてしまい、家族と警察のみでは解決に

向かわない」 

・「グレーゾーン事例の当事者家族には司法

より医療を頼りたい人が多いのではない

か」 

・「通報までは至らないがトラブルになって

いる精神障害者について保健所に情報提供

してもほとんど対応されていない」 

・「パーソナリティの問題などでは、措置診

察ができなくても、何らかの方法で医療に

つなげる対策を講じてほしい」 

・「保健所職員も対象者がパーソナリティ障

害者であると、措置入院が見込めないた

め、事前調査の段階で措置診察の対象者か

ら除外されてしまっていると思料される」 

・「人権上、尊重しなければならないことが

あるのは、充分理解しているが、入院させ

ないとあぶない者を入院させることができ

ない現状があり、家族の安全確保など現場

の警察官の負担が大きい」 

・「明確な自傷他害のおそれがあるとはいえ

ずとも、長期間に渡り近隣トラブルや役所

などへの攻撃的なクレームを続けている者

や、長時間の徘徊をするなどして自身の身

の安全を守れない者については、放置すれ

ば事故や事件につながりかねないのではな

いか」 

○警察側の課題など 

・「警察は個々人の誇りと使命感に頼ってい

るが、ヒューマンパワーが不足している」 

・「警察改革により警察の業務範囲も拡大傾

向にある」 

・「警察の負担やリスクが多機関に比べてあ

まりにも大きすぎる」 

・「現職ではじめて精神障害について認識し

た」 

・「警察も通報した後のことは関知しないと

いう風潮がある」 

 

○全般的な印象など 

・「精神障害者の取扱いが増えているように

感じる」 

・「各機関がもっと親身に対応することで処

遇困難者を減らせるのではないか」 

・「近年の精神病床削減の影響で精神障害者

の凶悪事件が増えているのではないか。病

状の軽い段階から良好な関わりを持つこと

で事件化を予防できるのではないか。精神

医療従事者にもその社会的責任があるので

はないか」 

・「個の時代、高齢化社会において、グレー

ゾーンが増えることが予想される。対応方

針の明確化が必要である」 

・「通報後に保健所から取下げを持ちかけら

れることがあるが、その場合、通報書は作

成するのか、通報自体がなかったことにさ

れるのか判然としない」 

・「本人の人権と他害の危険のどちらを重視

するかが難しい問題だと思う（警察の立場

では危害を加える前に入院させたいと思う

が、自分の家族が同じようになったら、入

院させる自信はあまりない）」 

・「家庭内暴を伴う認知症高齢者の事例が増

えており、施設入所も断られるので対応に

苦慮している」 

・「一般人の精神障害に対する理解の程度は

非常に低いと思われ、啓発が重要である」 

・「精神障害の認識が医療現場と一般人の間

で離れている」 

 

○感謝の声 

・「精神医療従事者の大変さを日々痛感して

いる」 

・「保健師の方々には、日夜迅速な対応をし
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ていただき、非常に良い協力体制が築けて

いるものと感じる。現体制に感謝するとと

もに、より良い関係を作っていけたらと思

う」 

・「保健所に対する不満はあるものの、日常

から精神障害者に接し対応している保健所

に対する感謝の気持ちもある」 

・「保健所の体制が更新されてから対応が早

くなり助かっている」 

・「行政は非常に協力的で助かっている」 

 

○その他 

・「このようなアンケートにより現場の警察

官の意見を聞いてもらえることを光栄に思

う」 

・「今後、さらに相互理解を深めるために

も、このようなアンケートは大変有意義な

ものだと思う」 

・「このようなアンケートは現場の警察官か

らの意見を届けられるので、もっと実施し

てほしい」 

 

 我々は、回答者の職務経験年数と各回答内

容との相関を統計学的に検証した。その結

果、精神保健指定医とのやりとりを経験した

ことのある回答者は、そうでない回答者よ

り、生活安全課での勤務年数が長いことが示

された（分散分析、10.69±6.413 年対

9.00±5.815 年、自由度 1、F=4.285、

P=0.040)。 

 

（２）措置診察技法の習得に関する全国の精

神保健指定医に対する調査 

 我々は調査票を全国の精神科病院に送付す

べく手配した。しかし、新型コロナウイルス

感染症の問題により研究の進捗が遅れ、報告

書執筆時点でまだ結果の集約には至っていな

い。 

 

（３）措置診察技法の習得に関する若手指定

医に対する研修会の実施 

 我々は令和 2年 11月 27日 18時～19時 30

分にかけて研修会を実施した。内容は、「措置

診察の知識に関する講義（30分）」「事例提示

（5分）」「グループでのディスカッション（20

分）」「発表（5 分）」「グレーゾーン事例提示

（10分）」「解説（10 分）」「まとめと質疑応答

（10分）」である。 

 参加者は若手指定医である受講者が 17 名、

それ以外の聴講者が 16名の、計 33名である。 

 受講者に対する研修前後でのアンケート結

果を比較したところ、措置診察の実施に関す

る自信（Wilcoxon’s signs rank test, P = 

0.001）、措置診察を行う手続きに関する理解

（Wilcoxon’s signs rank test, P < 0.001）、要

措置と不要措置を判別する基準に関する理解

（Wilcoxon’s signs rank test, P < 0.001）の

いずれにおいても、研修後で改善が見られた

（図 7～9）。 

 

D.考察 

 本年度においては、昨年度までの研究を踏

襲しつつ、措置入院に関する業務の一部を担

う警察官の見解を収集するとともに、精神保

健指定医が措置診察技術を向上させるための

方法論についての研究を開始した。 

 今般のアンケート結果から、多くの警察官

が日常業務の中で精神医療体制について意識

していることが判明した。他方で、警察官は

医療観察法に関してはあまり日常的に意識し

ていない様子もうかがわれた。これは医療観

察法の申立権が検察官に限定されているため

であると思われる。しかし臨床現場からは、

重大な他害行為をしたのではないかと疑われ

る事例が検察官に送致されず、警察官によっ

て措置通報されることがしばしばあるとの声

が聞かれている。このことについて定量的に

検証した研究は我々の知る限り存在しない。

警察官は逮捕または保護した者の処遇につい

て判断するに当たり、事件の重大性について

も事実上の判断も求められていると考えられ

る。このため、警察官が医療観察法制度につ
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いて熟知しておくことは、職務遂行において

意義があることと我々は考えるものである。 

 保護した者を措置通報するか否かで判断に

迷うことについては、比較的稀という者が多

かったが、回答が分かれた。個別回答では保

護した時点で落ち着いている場合に判断に迷

うという意見が多かった。また、アルコール

中毒、パーソナリティ障害、知的障害、発達

障害について、措置入院の対象とされない、

すなわち精神障害と考えていないと思われる

回答が多かった。これらの診断は精神保健福

祉法に基づく措置入院の対象たり得ることが

「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

第二十八条の二の規定に基づき厚生労働大臣

の定める基準（昭和六十三年四月八日厚生省

告示第百二十五号）において明示されている

が、臨床現場ではこの告示はあまり意識され

ていないようである。また、保健所の消極的

な姿勢や、措置診察まで時間がかかることか

ら、通報を逡巡することもあるようである。

さらに一部地域では、警察・保健所・地域住

民の間で措置入院や措置通報義務の解釈につ

いて齟齬を生じている可能性が示唆される。 

 一方、ガイドライン制定時に問題となっ

た、保護されないまま警察官通報が行われる

状況については、保護要件と通報要件との乖

離を挙げる回答が多かった。この点は警察官

職務執行法と精神保健福祉法との齟齬に基づ

くもので、現行法令下では不可避であるとい

える。実務上は保護した後で通報することを

原則とすべきであろうが、一部地域の保健所

が例外を認めていないことに対する不満も聞

かれた。そもそも保護していないことのみを

理由に通報を受理しないのは法令違反である

という見方もある。このような警察官職務執

行法と精神保健福祉法との齟齬に対して柔軟

に対応し、警察と保健所との連携を構築して

いる地域と、齟齬が大きいままになっている

地域との格差がうかがわれた。 

 保健所に対する警察官の不満は多岐に渡っ

ている。一部の自治体ではあからさまに措置

入院を忌避しているという指摘があり、また

移送や受診援助などを警察に依存していると

する批判もあった。調査まで時間がかかり、

被通報者との面接を行わない等の理由で被通

報者の状態が正確に伝わっていないのではな

いかとの懸念も聞かれた。なお、一部回答者

は保健所職員に女性が多いことに苦言を呈し

ているところであるが、そこには警察官の現

場感覚と現代的な価値観との間の乖離がある

ように思われる。なお、一部の回答者は警察

の問題意識を保健所にうまく伝えるための仕

組みを整備したことで対応が改善したと述べ

ており、大いに参考にすべきであろう。 

 警察官は精神保健指定医と直接やりとりを

することもあるが、したことがないという回

答がほぼ半数を占めた。実務経験年数が長い

ほど経験するのは当然であるが、直接やりと

りする機会を活用することにより、警察官と

指定医の相互理解を深めることにつなげるこ

とができるかもしれない。この点は指定医側

からの歩み寄りも必要であろう。 

 その指定医に対する警察官の不満について

は、自傷他害のおそれがあると考えている被

通報者を措置入院させない判断に対するもの

が多い。警察官にとって見れば当然の不満で

あろう。特に、保護した時点では不穏だった

のに診察時点では落ち着いているからという

理由で措置不要とすることに対する疑念が大

きいようである。このことについては、実際

に指定医の判断が誤っている場合もあろう

し、警察官の直感と被通報者の病状との間に

乖離がある場合もあろうから、一概に誰が正

しいとは決めかねる。いずれにせよ保健所に

比べると指定医に対する不満は少なく、好意

的な意見も散見される。前述の通り警察官と

指定医との間で意見交換を積極的に行うこと

の重要性が示唆される。 

 措置入院にならなかった事例に対する懸念

は、当然ながら当事者家族の安全を問題視す

る声が大きかった。具体的に挙げられた事案

はいずれも極端なものであり、発生頻度は高
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くないと思われるものの、憂慮すべき事態と

いえる。一方で地域によっては措置不要の判

断がなされた後は行政が受療支援を適切に行

っているようである。実際のところ、確実に

措置入院になる事例しか措置通報しないとい

う地域もあり、そのような運用には賛否が分

かれるのではないか。 

 警察官にとって精神保健医療福祉に関する

研修を受ける機会はかなり限られていること

がうかがわれた。過半数の警察官が研修の受

講を希望していることは銘記しておくべきで

あろう。研修を希望しない警察官は、多忙な

のか、あるいは精神保健医療福祉の習得は自

身の職責と異なると考えているのかもしれな

い。 

 その他の意見についても、これまで述べて

きたような内容が多数を占めている。保健所

の体制が警察に比べて薄いこと、通報しても

措置診察が行われないこと、指定病床が足り

ないことなど、警察官から見て措置入院が必

要と思われる事例が速やかに入院に至らない

ことに対する不満や懸念が最も強いようであ

る。なお、グレーゾーン関係については、前

述の通り、パーソナリティ障害や知的障害は

措置入院の対象でないという認識が警察官の

間でも支配的になっている様子がうかがわれ

た。 

 最後に、一部地域では警察と保健所の連携

体制が機能していることも明らかになった。

またこのようなアンケートの実施を評価する

声も散見された。 

 警察官に対するアンケートを通じて、これ

まで散発的に聞かれていた現場の声がある程

度まとまった形で可視化されるに至った。警

察官の一番の懸念である保健所の体制拡充に

ついては一朝一夕に解決することは期待でき

ない。他方で警察・保健所・指定医の相互理

解や連携強化については、各地域でさらなる

推進が求められていると言える。 

 今般のアンケートに対する回答には、警察

官のいわば本音がかなり記載されていたよう

に思われる。今後も同様の、あるいはより精

緻な内容のアンケート調査を行うことで、措

置入院に関与する警察官以外の関係者が、警

察官の職責や行動理念、現場感覚などについ

ての理解が深まることが期待できる。 

 一方、本年度においては、精神保健指定医

が措置診察に当たり必要とされる知識や技術

の明確化とその効率的な習得方法の確立が研

究テーマとして立案された。その端緒として

現職の精神保健指定医に対して措置診察技法

の習得に関する経験や望ましい修練方法に関

するアンケート調査を実施する予定であった

が、年度内の実査は叶わなかった。 

他方で、本年度は若手指定医に対する研修

会を実施して、措置診察に当たっての心構え

や基礎知識を身につけさせる取組みを試行し

てみた。この試みは研究という体裁を採って

おらず、成果を検証できる段階には至ってい

ない。しかし、座学とケースシミュレーショ

ン、グループディスカッション等を含めた総

合的な研修を行うことが効率的な修練につな

がるのではないかとの感触を得ている。次年

度以降は、精神保健指定医が習得すべき知識

及び技術の可視化を行いつつ、それらを効率

的に習得させるための研修会の実施と成果検

証につなげたい。 

 

E.健康危険情報 

 なし。 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

1) うつ病による被害妄想等の強い影響によ

る犯行が心神喪失と認定された事件 精

神科医のコメント．椎名明大．季刊刑事

弁護 104,134-135.2020年 10月 

2) 司法精神科病棟の機能分化：英国

Dangerous and Severe Personality 

Disorder (DSPD)事業からの示唆．菊池

亜希子, 藤井千代, 椎名明大, 平野美紀, 

小池純子, 川野稔明, 五十嵐禎人．日本
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社会精神医学雑誌 30(1) 20 - 34 2021年

1月  

3) Identifying factors associated with 

criminal responsibility by analyzing 

court trial verdicts. Akihiro Shiina, 

Aiko Sato, Masaomi Iyo, Yoshito 

Igarashi. International Journal of Law 

and Psychiatry. (in press) 

 

2.学会発表 

1) 椎名明大「措置入院の告知を巡る諸問題

～患者、指定医、行政、司法の認識のズ

レに注目して～」第 116 回日本精神神

経学会学術総会 2020 年 9 月 28日 

2) 椎名明大「精神鑑定と公認心理師」一般

社団法人公認心理師の会 2020年度 Web

研修会 WS5 司法・犯罪・嗜癖部会ワー

クショップ 「精神鑑定に求められる公

認心理師の役割」2020年 11月 8日 

3) 椎名明大「措置入院ガイドラインの実施

状況把握に関する研究」第 16回日本司

法精神医学会大会 2020年 11月 12日 

4) 椎名明大「幻覚妄想状態で入院させられ

た後に院内で重大な他害行為に至った事

例」第 14 回千葉司法精神保健研究会

2020年 12月 9 日 

5) 椎名明大「鑑定入院のこれまでとこれか

ら」日本弁護士連合会刑事法制委員会意

見交換会 2021 年 1月 22 日 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

なし。 

2.実用新案登録 

なし。 

3.その他 

 なし。 
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図1 あなたは日常業務の中で、「精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律（精神保健福祉法）」を意識する機会はどの程度あ
りますか？

非常に頻繁, 

57

頻繁, 132

どちらともい

えない, 41

稀, 8

非常に稀, 2 無回答, 1

図2 あなたは日常業務の中で、「心神喪失等の状態で重大な他
害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（医療観察
法）」を意識する機会はどの程度ありますか？

非常に頻繁, 5 頻繁, 33

どちらともい

えない, 47稀, 84

非常に稀, 69

無回答, 3

1

2
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図3 保護した者を措置通報するか否かについて、判断に迷うこ
とはどの程度ありますか？

非常に頻繁, 3

頻繁, 58

どちらともい

えない, 75

稀, 86

非常に稀, 15
無回答, 4

図4 精神保健指定医とのやりとりをしたことがありますか。

はい, 109

いいえ, 117

無回答, 15

3

4
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図5 あなたは、精神医療、精神保健、精神障害者福祉、司法精神医学等について学ぶ機会がどの程
度ありますか？

非常に頻繁, 1 頻繁, 5

どちらともい

えない, 39

稀, 100

非常に稀, 84

無回答, 2

図6 あなたは、精神医療、精神保健、精神障害者福祉、司法精神医学等に関する講習会や研修会等
に参加する機会があれば、参加したいと思いますか？

強く希望する, 21

希望する, 131

どちらともい

えない, 66

希望しない, 

18

全く希望しない, 2 無回答, 3

5

6
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図7 措置診察を自信を持って実施でき
ますか？
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自信を持って実施できる まあ自信を持って実施できる あまり自信を持って実施できない 全く自信を持って実施できない

研修前 研修後

P=0.001 （Wilcoxon’s signs rank test）

図8 措置診察を行う手続きについて説
明できますか？
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図9 措置診察を行う際に、要措置と不要措
置を判別する基準について説明できますか？
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調査票 

以下の Q１～９の質問につき、あてはまる選択肢を〇で囲むか、回答をご記入ください。 

 

法律について 

Q１．あなたは日常業務の中で、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（精神保健福祉法）」を意識

する機会はどの程度ありますか？ 

 

 非常に多い  多い  どちらともいえない  少ない  非常に少ない 

 

Q２．あなたは日常業務の中で、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関

する法律（医療観察法）」を意識する機会はどの程度ありますか？ 

 

 非常に多い  多い  どちらともいえない  少ない  非常に少ない 

 

Q３．保護した者を措置通報するか否かについて、判断に迷うことはどの程度ありますか？ 

 

 非常に多い  多い  どちらともいえない  少ない  非常に少ない 

 

・判断に迷うことがある場合、差し支えない範囲で具体例を教えてください。 

 

 

 

精神障害者への対応について 

Q４．精神障害のために自傷他害のおそれがある者について、保護しないまま措置通報することがありま

すか？ 

はい ・ いいえ 

 

・「はい」の場合、差し支えない範囲で具体例を教えてください。 

 

 

 

Q５．措置通報が行われると、保健所等による調査を経て精神保健福祉法第 27 条に基づく診察（措置診

察）が行われることになります。 

その際の関係機関との連絡調整についてお伺いします。 

 

5-1．保健所との連絡調整について、対応に苦慮した事例がありましたら、差し支えない範囲で具体例を

教えてください。 
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5-2-1．精神保健指定医との連絡調整をしたことがありますか。 

はい ・ いいえ →「はい」の場合 5-2-2へ。「いいえ」の場合 5-3へ。 

5-2-2 精神保健指定医との連絡調整について、対応に苦慮した事例がありましたら、差し支えない範

囲で具体例を教えてください。 

5-3．措置入院にならなかった（不要措置）場合、精神科病院や保健所、家族との連絡調整について、対

応に苦慮した事例がありましたら、差し支えない範囲で具体例を教えてください。 

精神医学に関する学習の機会について 

Q６．あなたは、精神医療や精神保健、精神障害者福祉、司法精神医学等について学ぶ機会がどの程度あ

りますか？ 

非常に多い  多い  どちらともいえない  少ない  非常に少ない 

Q７．あなたは、精神医療や精神保健、精神障害者福祉、司法精神医学等に関する講演会や研修会に参加

する機会があれば、参加を希望しますか？ 

強く希望する  希望する  どちらともいえない  希望しない  全く希望しない 

Q８．その他、精神保健福祉に関してご意見等がありましたら、何でも自由に記載してください。 

Q９．あなた自身についてお答えください。 

継続勤務年数     年 

うち生活安全部門勤務年数 年 

ご協力ありがとうございました 
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調査票 

下記の各設問に対し、当てはまるものを○で囲んでください。 

自由記載欄については、ご意見があればご自由に記載してください。 

1． あなた自身について 

回答者であるあなたについておうかがいします。回答内容は統計処理のためだけに使

用されます。回答したくない設問には回答しなくても構いません。 

(1) あなたの年齢をお答えください。 （ 歳） 

(2) あなたの主な勤務先として最も近いものを下記から一つだけ選んでください。 

A. 国公立系の精神科病院（総合病院・単科病院を含む） 

B. 民間の精神科病院（総合病院・単科病院を含む） 

C. 病床を持たない総合病院の精神科 

D. 精神科クリニック 

E. 大学（附属病院を含む）、その他の教育機関、研究所 

F. 保健所・精神保健福祉センター・その他の行政機関 

G. 上記いずれでもない 
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(3) あなたの主な業務内容に最も近いものを下記から一つだけ選んでください。 

A. 精神科臨床業務（精神科一般臨床） 

B. 精神科臨床業務（精神科救急） 

C. 精神科臨床業務（司法精神医療） 

D. 精神科臨床業務（その他の専門領域 ） 

E. 教育・研究業務 

F. 行政的業務 

G. 運営・管理的業務 

H. 上記いずれでもない（ ） 

(4) 主に勤務している都道府県を教えてください。 

都・道・府・県 

(5) 精神科医師としてのおおよその臨床経験年数を教えてください。 

年 

(6) 精神保健指定医としてのおおよその臨床経験年数を教えてください。 

年 

(7) あなたは措置診察（緊急措置診察を除く）をこの一年間におおよそ何件実施し
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ましたか？ 

件 

(8) あなたは緊急措置診察をこの一年間におおよそ何件実施しましたか？ 

件 

(9) あなたはこれまでに総計おおよそ何件措置診察（緊急措置診察を含む）を実施

しましたか？最も近いものを下記から一つだけ選んでください 

A. 実施経験なし 

B. 1～10件程度 

C. 11～50件程度 

D. 51～100件程度 

E. 101～500件程度 

F. 501～1000件程 

G. 1001件以上 

H. わからない、その他（ ） 

(10) あなたはこれまで、下記の方法で措置診察関連技法（措置診察に関する診断書

の作成を含むが、措置入院後の患者の治療は含まない。以下同じ。）に関する

教育を受けましたか？ 
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A. 国や自治体の研修で学んだ（指定医資格取得及び更新等のため必須となってい

る研修は除きます） はい・いいえ 

B. 大学・学会・病院等の研修で学んだ はい・いいえ 

C. 上司や先輩から教わった はい・いいえ 

D. 文献（教科書、ガイドライン、論文等）を読んで勉強した はい・いいえ 

E. 上司等の措置診察場面を見学した はい・いいえ 

F. 措置診察の前に事前資料に基づき上司等に助言を求めた はい・いいえ 

G. 措置診察を行う際にもう一人の指定医の診察を見学した はい・いいえ 

H. 作成した措置入院診断書を上司等に査読してもらった はい・いいえ 

I. 自分が措置診察した事例に関する事例検討会に参加した はい・いいえ 

J. 措置入院した患者の診療を通じて学んだ はい・いいえ 

K. その他（具体的に記入してください） はい・いいえ 

2． 措置診察技法に関する教育について 

あなたは、精神科医師が措置診察関連技法を学ぶにあたり、下記の方法についてどの

程度賛成しますか？それぞれ 9段階で評価してください。 

(1) 国や自治体による研修（指定医資格取得及び更新等のため必須となっている研
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修は除きます） 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(2) 大学・学会・病院等による研修 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(3) 上司や先輩からの教え 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(4) 文献（教科書、ガイドライン、論文等） 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(5) 上司等の措置診察場面を見学できる機会 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(6) 措置診察の前に事前資料に基づき上司等の助言を得る機会 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(7) 措置診察を行う際にもう一人の指定医の診察を見学する機会 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(8) 作成した措置入院診断書を上司等に見てもらう機会 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(9) 自分が措置診察した事例に関する事例検討会 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 
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(10) 措置入院した患者の診療にあたる機会 

1反対 2 3 4 5 6 7 8 9賛成 

(11) その他（具体的に記入してください） 

3． その他、措置診察関連技法を学ぶことの是非、必要性、課題、具体的な方法等につ

いて、ご意見があれば記載してください。 
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4． 今後、我々は措置診察技法の習得等に関する研究をさらに進めるにあたり、より詳

細な内容のアンケートを予定しています。回答にご協力いただける場合は、下記に

メールアドレスを記入してください。（記入されたメールアドレスは当研究班の研

究遂行目的にのみ使用されます。またいつでも撤回が可能です。なお、記入いただ

いた場合でもアンケートの対象にならない場合がありますので、ご了承下さい） 

ご協力ありがとうございました。 
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